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第５ 申請、届出等の手続の原則 

 

１ 申請、届出等の手続の原則 

(1) 真正な申請内容の確保 

イ 申請者に対する説明 

職業紹介事業を行おうとする者は、相談、審査等に当たって、真正な内容により申請すべき

ものである。また、偽りその他不正の行為により許可又は許可の有効期間（以下「有効期間」

という。）の更新を受けた場合は、罰則（第 12参照）の適用がある。 

ロ 偽りその他不正の行為があった場合の効果 

  (ｲ) 許可又は有効期間の更新を受けた場合 

偽りその他不正の行為により許可又は有効期間の更新を受けた者は、１年以下の拘禁刑又は

100 万円以下の罰金に処せられる場合がある。また、法違反として、許可の取消し、事業停止

命令、改善命令の対象となる。 

  (ﾛ) 事前に発見された場合 

許可又は有効期間の更新の処分を行う前に偽りその他不正の行為があることが判明した場

合は、不許可又は不更新となる。 

 

 (2) 手続の単位等 

イ 職業紹介事業に関する手続は、原則として事業主管轄労働局を経て厚生労働大臣に対して行

う（則第 38 条第２項前段）。 

ロ 事業主が複数の事業所において職業紹介事業を行おうとする場合（例えば、既に許可を受け

ている事業主が支社を設け職業紹介事業を行う場合等）においては当該事業主管轄労働局又は

事業所管轄労働局を経て所要の手続を行う必要がある（則第 38条第２項ただし書）。 
 

(3) 事業主に係る添付書類の省略 

職業紹介事業の許可申請の添付書類については則第 18 条第５項、第７項及び第８項、職

業紹介事業の許可有効期間更新申請の添付書類については則第 22 条第５項、職業紹介事業

の変更届申請の添付書類については則第 23 条第７項の規定に基づき、無料又は有料職業紹

介事業者が有料又は無料職業紹介事業の許可申請を行う場合、派遣元事業主若しくは労働

者派遣事業の許可申請を現にしている者が職業紹介事業の許可申請を行う場合又は労働者

派遣事業の許可申請と同時に職業紹介事業の許可申請を行う場合は、該当する以下の書類

を省略することができるものとする。ただし、派遣元事業主が職業紹介事業の許可申請を

行う場合にあっては、省略することができる書類の事項の内容が需給調整システムに入力

されている内容と異なる場合は、その異なる内容が確認できる書類は必要であること。 

   イ 申請者が法人である場合 

   (ｲ) 法人に関する書類 

    ａ 定款又は寄附行為 

    ｂ 法人の登記事項証明書 

   (ﾛ) 代表者、役員に関する書類 

    ａ 住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載のないものであり、本籍

地の記載のあるものに限る。） 

    ｂ 履歴書 

    ｃ  精神の機能の障害に関する医師の診断書（代表者又は役員が精神の機能の障害によ

り認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者である場合に

限る。）(＊) 

    (＊) 派遣元事業主が職業紹介事業の許可申請を行う場合又は労働者派遣事業の許可申

請と同時に職業紹介事業の許可申請を行う場合に限る。以下この「１」において同じ。 
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    ｄ 代表者、役員（以下この(ﾛ)において「役員甲」という。）が未成年者で職業紹介

事業に関し法定代理人から営業の許可を受けていない場合は、(a)・(b) の区分に応

じ、それぞれ(a)・(b)の書類（ただし、役員甲が法定代理人から営業の許可を受けて

いる場合は、その法定代理人の許可を受けたことを証する書面（未成年者に係る登記

事項証明書）） 

(a) 役員甲の法定代理人が個人である場合 

役員甲の法定代理人の住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載の

ないものであり、本籍地の記載のあるものに限る。）、履歴書及び精神の機能の障害に

関する医師の診断書（当該法定代理人が精神の機能の障害により認知、判断又は意

思疎通を適切に行うことができないおそれがある者である場合に限る。）(医師の診

断書については＊) 

(b) 役員甲の法定代理人が法人である場合 

役員甲の法定代理人に係る(ｲ)ａ及びｂ並びに(ﾛ)ａ、ｂ及びｃの書類 

(b)の場合であって、役員甲の法定代理人の役員（以下この(ﾛ)において「役員乙」

とする。）が未成年者で職業紹介事業に関し法定代理人から営業の許可を受けてい

ない場合は、ⅰ・ⅱの区分に応じ、それぞれⅰ・ⅱの書類を含む（ただし、役員乙

が法定代理人から営業の許可を受けている場合は、その法定代理人の許可を受けた

ことを証する書面（未成年者に係る登記事項証明書）を含む。）。なお、さらに、

法定代理人の役員について、同様の事例が続く限り、当該役員の法定代理人又は当

該役員について同様の書類を含む。 

ⅰ 役員乙の法定代理人が個人である場合 

役員乙の法定代理人の住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記 

載のないものであり、本籍地の記載のあるものに限る。）、履歴書及び精神の機能の

障害に関する医師の診断書（当該法定代理人が精神の機能の障害により認知、判

断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者である場合に限る。）

(医師の診断書については＊) 

ⅱ 役員乙の法定代理人が法人である場合 

       役員乙の法定代理人に係る(ｲ)ａ及びｂ並びに(ﾛ)ａｂ及びｃの書類 

   (ﾊ) 資産及び資金に関する書類（＊） 

ａ 最近の事業年度における貸借対照表及び損益計算書(税務署に提出したもの。) 

ｂ 職業紹介事業に関する資産の内容及びその権利関係を証明する次の書類 

(a) 最近の事業年度における法人税の納税申告書の写し(法人税法施行規則別表１及

び４は、必ず提出させること。) 

(b) 納税証明書(国税通則法施行令第 41条第１項第３号ロに係る国税通則法施行規則

別紙第８号様式(その２)による法人の最近の事業年度における所得金額に関するも

の。) 

(c) 最近の事業年度における株主資本等変動計算書 

c 所有している資金の額を証明する預貯金の残高証明書及び貸付金残高証明書 

   ロ 申請者が個人である場合 

   (ｲ) 代表者、役員に関する書類 

    ａ 住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載のないものであり、本籍

地の記載のあるものに限る。） 

    ｂ 履歴書 

    ｃ 申請者の精神の機能の障害に関する医師の診断書（当該申請者が精神の機能の障害

により認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者である

場合に限る。）(＊) 

    ｄ 代表者、役員（以下この(ﾛ)において「役員甲」という。）が未成年者で職業紹介

事業に関し法定代理人から営業の許可を受けていない場合は、(a)・(b) の区分に応
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じ、それぞれ(a)・(b)の書類（ただし、役員甲が法定代理人から営業の許可を受けて

いる場合は、その法定代理人の許可を受けたことを証する書面（未成年者に係る登記

事項証明書）） 

(a) 役員甲の法定代理人が個人である場合 

役員甲の法定代理人の住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載の

ないものであり、本籍地の記載のあるものに限る。）、履歴書及び精神の機能の障害に

関する医師の診断書（当該法定代理人が精神の機能の障害により認知、判断又は意

思疎通を適切に行うことができないおそれがある者である場合に限る。）(医師の診

断書については＊) 

(b) 役員甲の法定代理人が法人である場合 

役員甲の法定代理人に係る(ｲ)ａ及びｂ並びに(ﾛ)ａ、ｂ及びｃの書類 

(b)の場合であって、役員甲の法定代理人の役員（以下この(ｲ)において「役員乙」

とする。）が未成年者で職業紹介事業に関し法定代理人から営業の許可を受けてい

ない場合は、ⅰ・ⅱの区分に応じ、それぞれⅰ・ⅱの書類を含む（ただし、役員乙

が法定代理人から営業の許可を受けている場合は、その法定代理人の許可を受けた

ことを証する書面（未成年者に係る登記事項証明書）を含む。）。なお、さらに、

法定代理人の役員について、同様の事例が続く限り、当該役員の法定代理人又は当

該役員について同様の書類を含む。 

ⅰ 役員乙の法定代理人が個人である場合 

役員乙の法定代理人の住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記 

載のないものであり、本籍地の記載のあるものに限る。）履歴書及び精神の機能の障

害に関する医師の診断書（当該法定代理人が精神の機能の障害により認知、判断

又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者である場合に限る。）

(医師の診断書については＊) 

ⅱ 役員乙の法定代理人が法人である場合 

       役員乙の法定代理人に係る(ｲ)ａ及びｂ並びに(ﾛ)ａ、ｂ及びｃの書類 

   (ﾛ) 資産及び資金に関する書類（＊） 

ａ 最近の事業年度における貸借対照表及び損益計算書(税務署に提出したもの。) 

ｂ 職業紹介事業に関する資産の内容及びその権利関係を証明する次の書類 

(a) 最近の納税期における所得税の納税申告書の写し（納税申告書第一表。） 

(b) 納税証明書（国税通則法施行令第 41 条第１項第３号イに係る国税通則法施行規

則別紙第８号様式(その２)による個人の最近の事業年度における所得金額に関する

もの。） 

(c) 預貯金の残高証明書（預貯金を資産とする場合） 

(d) 登記事項証明書（不動産を資産とする場合） 

(e) 公的機関による不動産の評価額証明書の写し（例えば固定資産税の評価額証明

書）（不動産を資産とする場合）等 

c 所有している資金の額を証明する預貯金の残高証明書及び貸付金残高証明書 

 

(4) 無料職業紹介事業を行う特別の法人が許可申請を行う場合の添付書類の省略 

届出により無料職業紹介事業を行っている特別の法律により設立された法人（第８の１

（１）参照。以下「特別の法人」という。）が有料又は無料の職業紹介事業の許可申請を

行う場合、則第 18 条第７項（則第 25 条において準用する場合を含む。）の規定に基づき、

以下の書類を添付することを要しない。ただし、当該書類により証明しようとする事項が

当該法人に係る従前の届出の際に添付した書類により証することができない場合における

当該書類については、この限りでない。 

イ 法人に関する書類 

(ｲ) 定款又は寄附行為 
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(ﾛ) 法人の登記事項証明書 

  ロ 個人情報の適正管理に関する書類 

職業紹介事業を行う事業所ごとの当該事業に係る個人情報適正管理規程 

ハ 業務の運営に関する書類 

職業紹介事業を行う事業所ごとの当該事業に係る業務の運営に関する規程 

 ニ  職業紹介責任者に関する書類 

(ｲ) 職業紹介事業を行う事業所ごとの職業紹介責任者の住民票の写し（番号法第２条の規

定に基づく個人番号の記載のないものであり、本籍地の記載のあるものに限る。） 

(ﾛ) 履歴書 

(ﾊ) 職業紹介責任者講習受講証明書（以下「受講証明書」という。）の写し 

(ﾆ) 精神の機能の障害に関する医師の診断書（当該職業紹介責任者が精神の機能の障害に

より認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者である場合に

限る。） 

ホ 事業所施設に関する書類 

(ｲ) 職業紹介事業を行う事業所ごとの当該事業に係る建物の登記事項証明書（申請者の所有に

係る場合のみ） 

(ﾛ) 職業紹介事業を行う事業所ごとの当該事業に係る建物の賃貸借又は使用貸借契約書（他人

の所有に係る場合のみ） 

ヘ 相手先国に関する書類 

(ｲ) 相手先国の関係法令及びその日本語訳 

(ﾛ) 相手先国において、国外にわたる職業紹介について事業者の活動が認められていることを

証明する書類（相手先国で許可等を受けている場合にあってはその許可証等の写し）及び当

該書類が外国語で記載されている場合にあってはその日本語訳（取次機関を利用しない場合

に限る。） 

ト 取次機関に関する書類(取次機関を利用する場合に限る。) 

(ｲ) 取次機関及び事業者の業務分担について記載した契約書その他事業の運営に関する書類

及び当該書類が外国語で記載されている場合にあってはその日本語訳 

(ﾛ) 相手先国において、当該取次機関の活動が認められていることを証明する書類（相手先国

で許可等を受けている場合にあってはその許可証等の写し）及び当該書類が外国語で記載さ

れている場合にあってはその日本語訳 

 

(5) 職業紹介責任者に係る添付書類の省略 

職業紹介責任者の選任に係る添付書類については則第 18 条第６項、則第 23 条第３項、

第４項及び第６項（則第 25 条において準用する場合を含む。）の規定に基づき、職業紹介

事業の許可を受け、又は届出をした事業主により既に選任されている職業紹介責任者を申

請又は新設の届出に係る事業所の職業紹介責任者として引き続き選任する場合又は有料職

業紹介事業の許可を受けた事業主により既存事業所に選任されている職業紹介責任者を新

設事業所の職業紹介責任者として兼任させる場合は、該当する以下の書類を省略すること

ができるものとする。 

   イ 許可申請の場合 

   (ｲ) 履歴書 

   (ﾛ) 住民票の写し（選任する職業紹介責任者の住所に変更が無い場合） 

   ロ 変更届出の場合 

   (ｲ) 履歴書 

   (ﾛ) 住民票の写し（選任した職業紹介責任者の住所に変更が無い場合） 

   (ﾊ) 受講証明書の写し 

 

(6) 事業主管轄労働局の行う事務 

イ 事業主管轄労働局は、当該事業主の許可及び有効期間の更新の申請並びに届出手続を一元的
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に受付け、各事業所それぞれの属性に係る事項以外の事項、すなわち、当該事業主（法人及び

個人並びに法人の役員）自身の属性に関する事項（以下「事業主属性」という。）に係る許可・

更新及び届出関係の事務を一元的に行うとともに、当該事業主の許可及び更新の申請並びに届

出手続の際添付される書類のうち、申請書又は届出書の写しに併せて、事業主属性に係る次の

ものを一元的に管理する。 

ただし、事業所における２の(1)のニの(4)から(8)まで及び２の(2)のハの(3)から(7)までに

掲げる事項の変更のみを届け出るときは、当該変更に係る事業所管轄労働局へ届出を行っても

差し支えない（則第 38条第２項ただし書）。 

(ｲ) 当該事業主が法人である場合 

a 定款又は寄附行為 

b 登記事項証明書 

c 役員の住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載のないものであり、本

籍地の記載のあるものに限る。）、履歴書及び精神の機能の障害に関する医師の診断書（当

該役員が精神の機能の障害により認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないお

それがある者である場合に限る。） 

d 役員（以下この(ｲ)において「役員甲」とする。）が未成年者で職業紹介事業に関し法定

代理人から営業の許可を受けていない場合は、(a)・(b)の区分に応じ、それぞれ(a)・(b)

の書類（ただし、役員甲が法定代理人から営業の許可を受けている場合は、その法定代理

人の許可を受けたことを証する書面（未成年者に係る登記事項証明書）） 

(a) 役員甲の法定代理人が個人である場合 

役員甲の法定代理人の住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載のな

いものであり、本籍地の記載のあるものに限る。）及び履歴書及び精神の機能の障害に関

する医師の診断書（当該法定代理人が精神の機能の障害により認知、判断又は意思疎通を

適切に行うことができないおそれがある者である場合に限る。） 

(b) 役員甲の法定代理人が法人である場合 

役員甲の法定代理人に係る aから cまでの書類 

(b)の場合であって、役員甲の法定代理人の役員（以下この(ｲ)において「役員乙」とす

る。）が未成年者で職業紹介事業に関し法定代理人から営業の許可を受けていない場合は、

ⅰ・ⅱの区分に応じ、それぞれⅰ・ⅱの書類を含む（ただし、役員乙が法定代理人から営

業の許可を受けている場合は、その法定代理人の許可を受けたことを証する書面（未成年

者に係る登記事項証明書）を含む。）。なお、さらに、法定代理人の役員について、同様

の事例が続く限り、当該役員の法定代理人又は当該役員について同様の書類を含む。 
ⅰ 役員乙の法定代理人が個人である場合 

役員乙の法定代理人の住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載の

ないものであり、本籍地の記載のあるものに限る。）及び履歴書及び精神の機能の障害

に関する医師の診断書（当該法定代理人が精神の機能の障害により認知、判断又は意思

疎通を適切に行うことができないおそれがある者である場合に限る。） 
ⅱ 役員乙の法定代理人が法人である場合 

役員乙の法定代理人に係る aから cまでの書類 

e 財産的基礎に係る事項 

(a) 最近の事業年度における貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書 

(b) 最近の事業年度における法人税の納税申告書の写し 

(c) 納税証明書 

(ﾛ) 当該事業主が個人である場合 

a 住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載のないものであり、本籍地の

記載のあるものに限る。）、履歴書及び及び精神の機能の障害に関する医師の診断書（当

該申請者が精神の機能の障害により認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができない

おそれがある者である場合に限る。） 
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b 申請者が未成年者で職業紹介事業に関し法定代理人から営業の許可を受けていない場合

は、(a)・(b) の区分に応じ、それぞれ(a)・(b)の書類（ただし、申請者が法定代理人から

営業の許可を受けている場合は、その法定代理人の許可を受けたことを証する書面（未成

年者に係る登記事項証明書））  

 (a) 申請者の法定代理人が個人である場合 

    申請者の法定代理人の住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載

のないものであり、本籍地の記載のあるものに限る。）、履歴書及び精神の機能の障

害に関する医師の診断書（当該法定代理人が精神の機能の障害により認知、判断又

は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者である場合に限る。） 

(b) 申請者の法定代理人が法人である場合 

   申請者の法定代理人に係る(ｲ)の a から cまでの書類 

 (b)の場合であって、申請者の法定代理人の役員が未成年者で職業紹介事業に関し法定

代理人から営業の許可を受けていない場合は、ⅰ・ⅱの区分に応じ、それぞれⅰ・ⅱの書

類を含む（ただし、当該役員が法定代理人から営業の許可を受けている場合は、その法定

代理人の許可を受けたことを証する書面（未成年者に係る登記事項証明書）を含む。）。

なお、さらに、法定代理人の役員について、同様の事例が続く限り、当該役員の法定代理

人又は当該役員について同様の書類を含む。 

ⅰ 当該役員の法定代理人が個人である場合 

当該役員の法定代理人の住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載

のないものであり、本籍地の記載のあるものに限る。）、履歴書及び精神の機能の障害

に関する医師の診断書（当該法定代理人が精神の機能の障害により認知、判断又は意思

疎通を適切に行うことができないおそれがある者である場合に限る。） 

ⅱ 当該役員の法定代理人が法人である場合 

当該役員の法定代理人に係る(ｲ)の a から cまでの書類 

c 財産的基礎に係る事項 

(a) 青色申告等の場合（簡易な記載事項の損益計算書のみ作成する場合を除く。） 

ⅰ 最近の納税期における所得税の納税申告書の写し 

ⅱ  納税証明書 

ⅲ  最近の納税期における所得税法施行規則第 65 条第１項第１号の貸借対照表及び損益

計算書 

(b) その他の場合 

ⅰ 預貯金残高証明書 

ⅱ 貸付金残高証明書 

白色申告又は青色申告で簡易な記載事項の損益計算書のみ作成する場合は、有料・無

料職業紹介事業許可計画書（様式第２号）「資産等の状況」欄に記載された土地・建物

に係る不動産の登記事項証明書及び固定資産税評価額証明書 

(ﾊ) その他 

(ｲ)又は(ﾛ)に付随する書類  

ロ このため、職業紹介事業を行う事業所の変更の届出等の手続に際し、変更に係る事業所管轄

労働局に対し、変更届出書及びイの(ｲ)のe又はイの(ﾛ)のcの書類が提出される場合があるが、

この場合においては、当該提出を受けた事業所管轄労働局は、その提出の都度、当該書類に連

絡文を添えて事業主管轄労働局に送付し、事業主管轄労働局において事業所台帳等の補正又は

整備を行う（同一労働局内においては、当該事業主の管理に移すのみで足りる。ハにおいて同

じ。)。 

ハ なお、事業主の住所が変更になった場合については、事業主管轄労働局において管理してい

たイの(ｲ)から(ﾊ)までの書類に連絡文を添えて変更後の事業主管轄労働局に引き継ぐ。 

ニ 事業主管轄労働局は、事業主属性に係る許可関係の事務を一元的に行うものであるが、当該

申請者が職業紹介事業を行おうとする各事業所それぞれの属性に係る事項については、事業所
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管轄労働局が調査等を実施するものであり、事業主管轄労働局は事業所管轄労働局によりなさ

れた調査等の結果を利用するものである。 

 

(7) 事業所管轄労働局の行う事務    

イ 事業所管轄労働局は、当該事業主の許可及び更新の申請並びに届出手続に際し、事業主管轄

労働局より連絡を受けて、各事業所それぞれの属性に係る事項について調査等を実施するとと

もに、当該事業主の許可及び更新の申請並びに届出手続の際添付される書類のうち、各事業所

属性に係る次のものを管理する。 

(ｲ) 有料・無料職業紹介事業計画書 

(ﾛ) 個人情報適正管理規程 

(ﾊ) 事業所の使用権を証する書類（不動産の登記事項証明書の写し又は不動産賃貸借（使用貸

借）契約書の写し） 

(ﾆ) 職業紹介責任者に係る次に掲げる書類 

職業紹介責任者の住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載のないもので

あり、本籍地の記載のあるものに限る。）、履歴書及び受講証明書の写し並びに精神の機能の

障害に関する医師の診断書（当該職業紹介責任者が精神の機能の障害により認知、判断又は意

思疎通を適切に行うことができないおそれがある者である場合に限る。） 

(ﾎ) その他 

(ｲ)から(ﾆ)までに付随する書類 

ロ このため事業所の変更の届出等の手続に際し、事業所管轄労働局に対し、届出書及びイの(ｲ)

から(ﾎ)までの書類が提出された場合においては、当該提出を受けた事業所管轄労働局は、そ

の提出の都度、当該届出書の複写を作成し、添付書類とともに連絡文を添えて当該事業所に係

る事業主管轄労働局に送付する。              
ハ  なお、事業所の所在地が変更になった場合については、当該事業所管轄労働局において管理

していたイの(ｲ)から(ﾎ)までの書類に連絡文を添えて新たな事業所管轄労働局に引き継ぐ。 

 

(8) 書類の受理の原則等 

イ 書類の提出の経由 

(ｲ) 職業紹介事業に関し厚生労働大臣に対して行う許可申請等の手続は、原則として当該事業

主管轄労働局を経由して行う。 

(ﾛ) 各手続において書類の提出期限が定められている場合における期限内か否かの判断は、事業

主管轄労働局（変更届については、事業主管轄労働局又は事業所管轄労働局）に提出された時

点を基準に行う。 

ロ 受理の権限 

(ｲ) 許可、有効期間の更新、届出の受理、書面の受理等は、所定の権限を有する者（例えば、許

可、有効期間の更新等の申請は厚生労働大臣、廃止届は都道府県労働局長）がその権限を有す

るものである。 

(ﾛ) したがって、事業主管轄労働局において①必要な書類が提出されていること、②書面に記載

もれがないこと及び記載事項に誤りがないこと等を確認した上で受理すること。 

なお、記載漏れがある場合などにおいては、必要な補正を行わせた上で受理すること。 
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２ 申請、届出等の添付書類 

(1) 有料職業紹介事業に係る主な申請、届出等の添付書類 

イ 有料職業紹介事業許可申請書の添付書類 

有料職業紹介事業許可申請書に添付すべき書類は次のとおりである。なお、届出により無料

職業紹介事業を行っている特別の法人が許可申請を行う場合は、(2)のうち従前の届出におい

て添付している書類、(4)及び(6)から(10)の書類について、従前の届出の内容から変更が無け

れば添付を省略することができる。 

また、事業主管轄労働局が登記情報連携システムを利用することにより登記事項証明

書を入手できる場合は、(2)②、(5)②ロ(ﾆ)（建物を資産とする場合に限る。）及び(8)

①の書類について、添付を省略することができる。 

事  項 書  類 

 

(1) 事業計画に関する書類 

 

 

(2) 法人に関する書類 

 

 

(3) 代表者、役員に関する書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有料職業紹介事業を行う事業所ごとの当該事業に係る有料職業紹介

事業計画書（様式第２号） 

 

①定款又は寄附行為 

②法人の登記事項証明書 

 

①住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載のない

ものであり、本籍地の記載のあるものに限る。） 

②履歴書 

③精神の機能の障害に関する医師の診断書（代表者又は役員が精神の

機能の障害により認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができな

いおそれがある者である場合に限る。） 

④代表者、役員（以下この(3)において「役員甲」という。）が未成

年者で職業紹介事業に関し法定代理人から営業の許可を受けてい

ない場合は、(a)・(b) の区分に応じ、それぞれ(a)・(b)の書類（た

だし、役員甲が法定代理人から営業の許可を受けている場合は、そ

の法定代理人の許可を受けたことを証する書面（未成年者に係る登

記事項証明書））  

(a) 役員甲の法定代理人が個人である場合 

役員甲の法定代理人の住民票の写し（番号法第２条の規定

に基づく個人番号の記載のないものであり、本籍地の記載のあ

るものに限る。）、履歴書及び精神の機能の障害に関する医

師の診断書（当該法定代理人が精神の機能の障害により認

知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれ

がある者である場合に限る。） 

(b) 役員甲の法定代理人が法人である場合 

役員甲の法定代理人に係る(2)①②及び(3)①②③の書類 

(b)の場合であって、役員甲の法定代理人の役員（以下この

(3)において「役員乙」とする。）が未成年者で職業紹介事業に

関し法定代理人から営業の許可を受けていない場合は、ⅰ・ⅱの

区分に応じ、それぞれⅰ・ⅱの書類を含む（ただし、役員乙が法

定代理人から営業の許可を受けている場合は、その法定代理人の

許可を受けたことを証する書面（未成年者に係る登記事項証明書

）を含む。）。なお、さらに、法定代理人の役員について、同様

の事例が続く限り、当該役員の法定代理人又は当該役員について

同様の書類を含む。 

ⅰ 役員乙の法定代理人が個人である場合 

役員乙の法定代理人の住民票の写し（番号法第２条の規定に
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(4) 職業紹介責任者に関する書

類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 資産及び資金に関する書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 個人情報の適正管理に関す

る書類 

 

(7) 業務の運営に関する書類 

基づく個人番号の記載のないものであり、本籍地の記載のあるも

のに限る。）、履歴書及び精神の機能の障害に関する医師の診断

書（当該法定代理人が精神の機能の障害により認知、判断又は意

思疎通を適切に行うことができないおそれがある者である場合

に限る。） 

ⅱ 役員乙の法定代理人が法人である場合 

  役員乙の法定代理人に係る(2)①②及び(3)①②③の書類 

 

職業紹介事業を行う事業所ごとの職業紹介責任者の住民票の写し（番

号法第２条の規定に基づく個人番号の記載のないものであり、本籍地

の記載のあるものに限る。）、履歴書、受講証明書の写し及び精神の

機能の障害に関する医師の診断書（当該職業紹介責任者が精神の機能

の障害により認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないお

それがある者である場合に限る。）。 

※職業紹介責任者が役員と同一である場合においては、住民票の写し

、履歴書及び医師の診断書の提出を要しない。              

ただし、無料職業紹介事業者が有料職業紹介事業の許可を申請する場

合であって無料の職業紹介事業を行っている事業所の職業紹介責任

者を、当該申請に係る事業所の職業紹介責任者として引き続き選任す

るときは、住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記

載のないものであり、本籍地の記載のあるものに限る。住所に変更が

ある場合を除く。）、履歴書及び受講証明書の写し及び精神の機能の

障害に関する医師の診断書を添付することを要しない。 

 

①最近の事業年度における貸借対照表及び損益計算書(税務署に提出

したもの。) 

②職業紹介事業に関する資産の内容及びその権利関係を証明する次

の書類 

 

イ 法人の場合 

(ｲ) 最近の事業年度における法人税の納税申告書の写し(法人税法

施行規則別表１及び４は、必ず提出させること。) 

(ﾛ) 納税証明書(国税通則法施行令第41条第１項第３号ロに係る同

施行規則別紙第８号様式(その２)による法人の最近の事業年

度における所得金額に関するもの。) 

(ﾊ) 最近の事業年度における株主資本等変動計算書 

ロ  個人の場合 

(ｲ) 最近の納税期における所得税の納税申告書の写し（納税申告書

第一表。） 

(ﾛ) 納税証明書（国税通則法施行令第41条第１項第３号イに係る同

施行規則別紙第８号様式(その２)による個人の最近の事業年

度における所得金額に関するもの。） 

(ﾊ) 預貯金の残高証明書（預貯金を資産とする場合） 

(ﾆ) 登記事項証明書（不動産を資産とする場合） 

(ﾎ) 公的機関による不動産の評価額証明書の写し（例えば固定資産

税の評価額証明書）（不動産を資産とする場合）等 

③所有している資金の額を証明する預貯金の残高証明書及び貸付金

残高証明書 

 

有料職業紹介事業を行う事業所ごとの当該事業に係る個人情報適正
管理規程 
 

有料職業紹介事業を行う事業所ごとの当該事業に係る業務の運営に

関する規程 
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(8) 事業所施設に関する書類 

 

 

 

 

(9) 相手先国に関する書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(10) 取次機関に関する書類 

(取次機関を利用する場合に限る

) 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①有料職業紹介事業を行う事業所ごとの当該事業に係る建物の登記

事項証明書（申請者の所有に係る場合のみ） 

②有料職業紹介事業を行う事業所ごとの当該事業に係る建物の賃貸

借又は使用貸借契約書（他人の所有に係る場合のみ） 

 

①相手先国の関係法令及びその日本語訳 

※相手先国において職業紹介の実施が認められている根拠となる規

定に係る部分のみ添付することとし、その他の部分は添付すること

を要しない。 

※国外滞在中の日本人に対し、帰国後の就業支援を目的とした職

業紹介事業を行う場合には、添付することを要しない。 

②相手先国において、国外にわたる職業紹介について事業者の活動が

認められていることを証明する書類（相手先国で許可等を受けてい

る場合にあってはその許可証等の写し）及び当該書類が外国語で記

載されている場合にあってはその日本語訳（取次機関を利用しない

場合に限る。） 

※相手先国において事業者の活動が認められていることを証明

する部分のみ添付することとし、その他の部分は添付すること

を要しない。 

 

①取次機関及び事業者の業務分担について記載した契約書その他事

業の運営に関する書類及び当該書類が外国語で記載されている場

合にあってはその日本語訳 

※業務分担がわかる部分のみ添付することとし、その他の部分は

添付することを要しない。 

②相手先国において、当該取次機関の活動が認められていることを証

明する書類（相手先国で許可等を受けている場合にあってはその許

可証等の写し）及び当該書類が外国語で記載されている場合にあっ

てはその日本語訳 

※相手先国において当該取次機関の活動が認められていることを証

明する部分のみ添付することとし、その他の部分は添付することを

要しない。 

※特定技能の在留資格について、相手先国によっては政府が取次機関

を認証する等、遵守すべき手続が定められている場合があるので、

出入国在留管理庁ホームページを確認すること。（詳細は「４」参

照） 

③取次機関に関する申告書（通達様式第10号） 

 

 

 
ロ 届出制手数料の届出（変更を含む。）の添付書類 

届出制手数料の届出書（変更を含む。）に添付すべき書類は次のとおりである。 
 

事  項 書  類 

 
手数料に関する書類 

   
有料職業紹介事業を行う事業所ごとに異なる手数料表を作成した場

合は事業所ごとの（変更後の）手数料表（届出制手数料に関するもの

） 
 

 

ハ 有料職業紹介事業許可有効期間更新申請書の添付書類 

有料職業紹介事業許可有効期間更新申請書に添付すべき書類は次のとおりである。 
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また、事業主管轄労働局が登記情報連携システムを利用することにより登記事項証明

書を入手できる場合は、(2)②及び(5)②ロ(ﾆ)（建物を資産とする場合に限る。）の書類

について、添付を省略することができる。 

 

事  項 書  類 

 
(1) 事業計画に関する書類 

 

 

(2) 法人に関する書類 

 

 

(3) 代表者、役員に関する書類 

 

 

 

(4) 職業紹介責任者に関する書

類 

 

 

 

 

(5) 資産に関する書類 

 

 

(6) 業務の運営に関する書類 

 

   
有料職業紹介事業を行う事業所ごとの有料職業紹介事業計画書（様式

２号） 
 
有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)の書類（変更が

あった場合に限る。） 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(3)の①（従前の届

出等において提出がなかった場合に限る）、③及び④の書類（変更が

あった場合に限る） 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(4)の住民票の写し

（従前の届出等において提出がなかった場合に限る）及び受講証明書

の写し、精神の機能の障害に関する医師の診断書（当該職業紹介責任

者が精神の機能の障害により認知、判断又は意思疎通を適切に行うこ

とができないおそれがある者である場合に限る。） 

 

許可申請書の添付書類のうち (5)の書類 

ただし、資金に関する書類を除く。 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(7)の書類 

 

ニ 有料職業紹介事業変更届出書の添付書類 

有料職業紹介事業変更届出書に添付すべき書類は次のとおりである。 
また、事業主管轄労働局が登記情報連携システムを利用することにより登記事項証明

書を入手できる場合は、有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)②及び(5)

②ロ(ﾆ)（建物を資産とする場合に限る。）の書類について、添付を省略することができ

る。 

事  項 書  類 

(1) 法人の名称、住所の変更    
に関する書類 
 
(2) 代表者、役員の氏名の変更に

関する書類 

 
(3) 代表者、役員の住所の変更に

関する書類 
 
(4) 職業紹介責任者の変更に    

関する書類 
 
(5) 職業紹介事業を行う事業    

所の名称の変更に関する書

類 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)の書類 
 
 
有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)の②及び(3)の

書類 

 
有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)の②(法人の代

表者で記載が有る場合のみ)及び(3)の①の書類 
 
有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(4)の書類 
 
 
有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)(事業所の名称

の変更に伴い変更が加えられた場合に限る。)の書類 
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(6) 職業紹介事業を行う事業    

所の所在地の変更に関する    
書類 

 

(7) 職業紹介を行う事業所の    
新設（事業所における有料職

業紹介事業の開始） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(8) 職業紹介を行う事業所の   

廃止（事業所における有料職

業紹介事業の廃止） 
 
(9) 兼業の変更に関する書類 
 
(10) 取次機関の変更に関する書

類 
 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)(事業所の所在

地の変更に伴い変更が加えられた場合に限る。）及び(8)の書類 
 
 
有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(1)、(4)（有料・

無料の職業紹介事業を行う事業所の職業紹介責任者を当該申請に係

る事業所の責任者として引き続き選任したとき又は、既存事業所の

職業紹介責任者を新設事業所に兼任させたときは、履歴書及び受講

証明書の写し（職業紹介責任者の住所に変更がないときは、住民票

の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載のないもので

あり、本籍地の記載のあるものに限る。）、履歴書及び受講証明書

の写し）を添付することを要しない。）、(5)（許可条件通知書に記

載された資産要件（事業所数の上限）を超えて事業所を新設する場

合に限る。）、(6)、(7)、(8)、(9)及び(10)の書類((9)及び(10)に

あっては、海外にわたる職業紹介を行う場合に限る。） 
職業紹介責任者兼任届出書（通達様式第 20 号）（職業紹介責任者を

兼任させる場合に限る） 
 
廃止する事業所ごとの許可証 
 
 
 
有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)の書類 
 
取次機関に関する申告書（通達様式第 10 号） 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(10)の書類 

 

 

 

(2) 無料職業紹介事業に係る主な申請、届出等の添付書類   

イ 職業紹介事業許可申請書の添付書類 

無料職業紹介事業許可申請書等に添付すべき書類は次のとおりである。なお、届出により無

料職業紹介事業を行っている特別の法人が許可申請を行う場合は、(2)のうち従前の届出にお

いて添付している書類、(4)及び(6)から(10)の書類について、従前の届出の内容から変更が無

ければ添付を省略することができる。 

また、事業主管轄労働局が登記情報連携システムを利用することにより登記事項証明

書を入手できる場合は、 (2)①ロ、有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(5)

②ロ(ﾆ)（建物を資産とする場合に限る。）及び(8)①の書類について、添付を省略する

ことができる。 

事  項 書  類 

 

(1) 事業計画に関する書類 

 

 

(2) 法人に関する書類 

 

 

 

無料職業紹介事業を行う事業所ごとの無料職業紹介事業計画書(様式

第２号） 

 

①法人に関する書類 

 イ 定款又は寄附行為 

 ロ 法人の登記事項証明書 
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(3) 代表者、役員に関する書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②労働組合等又は各種学校に該当するときはそれぞれ次に掲げる書

類 

 イ 労働組合等に関する書類 

  (ｲ) 労働組合等であることを証明する書類 

  (ﾛ) 組合規約 

  (ﾊ) 組合員数、組合の組織、上部団体等を明らかにする書類 

ロ 各種学校に関する書類                               
(ｲ) 各種学校であることを証明する書類 

(ﾛ) 学校の沿革を明らかにする書類 
(ﾊ) 学則 
(ﾆ) 学生、生徒の定員数、現員数、職員数等学校の規模を明らか

にする書類 

 

①住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載のない

ものであり、本籍地の記載のあるものに限る。） 

②履歴書 
③精神の機能の障害に関する医師の診断書（代表者又は役員が精神の

機能の障害により認知、判断又は意思疎通を適切に行うことができな

いおそれがある者である場合に限る。）                    

④代表者、役員（以下この(3)において「役員甲」とする。）が未成

年者で職業紹介事業に関し法定代理人から営業の許可を受けてい

ない場合は、(a)・(b) の区分に応じ、それぞれ(a)・(b)の書類（た

だし、役員甲が法定代理人から営業の許可を受けている場合は、そ

の法定代理人の許可を受けたことを証する書面（未成年者に係る登

記事項証明書））  

(a) 役員甲の法定代理人が個人である場合 

役員甲の法定代理人の住民票の写し（番号法第２条の規定

に基づく個人番号の記載のないものであり、本籍地の記載のあ

るものに限る。）、履歴書及び医師の診断書（当該法定代理

人が精神の機能の障害により認知、判断又は意思疎通を適

切に行うことができないおそれがある者である場合に限

る。） 

(b) 役員甲の法定代理人が法人である場合 

役員甲の法定代理人に係る(2)①②及び(3)①②③の書類 

(b)の場合であって、役員甲の法定代理人の役員（以下この

(3)において「役員乙」とする。）が未成年者で職業紹介事業に

関し法定代理人から営業の許可を受けていない場合は、ⅰ・ⅱの

区分に応じ、それぞれⅰ・ⅱの書類を含む（ただし、役員乙が法

定代理人から営業の許可を受けている場合は、その法定代理人の

許可を受けたことを証する書面（未成年者に係る登記事項証明書

）を含む。）。なお、さらに、法定代理人の役員について、同様

の事例が続く限り、当該役員の法定代理人又は当該役員について

同様の書類を含む。 

ⅰ 役員乙の法定代理人が個人である場合 

役員乙の法定代理人の住民票の写し（番号法第２条の規定に

基づく個人番号の記載のないものであり、本籍地の記載のある

ものに限る。）、履歴書及び精神の機能の障害に関する医師の

診断書（当該法定代理人が精神の機能の障害により認知、判断

又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者で

ある場合に限る。） 

ⅱ 役員乙の法定代理人が法人である場合 

  役員乙の法定代理人に係る(2)①②及び(3)①②の書類 
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(4) 職業紹介責任者に関する書

類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 資産及び資金に関する書類 

 

(6) 個人情報の適正管理に関す

る書類 

 

(7) 業務の運営に関する書類 

 

(8) 事業所施設に関する書類 

 

(9) 相手先国に関する書類 

 

(10) 取次機関に関する書類 

(取次機関を利用する場合に限る) 

 

職業紹介事業を行う事業所ごとの職業紹介責任者の住民票の写し（番

号法第２条の規定に基づく個人番号の記載のないものであり、本籍地

の記載のあるものに限る。）、履歴書、受講証明書の写し及び精神の

機能の障害に関する医師の診断書（当該職業紹介責任者が精神の機能

の障害により認知、判断又は意思疎通を適切に行うことがでいないお

それがある者である場合に限る。） 
※職業紹介責任者が役員と同一である場合には提出を要しない。 

ただし、有料職業紹介事業者が無料職業紹介事業の許可を申請する場

合であって、有料の職業紹介事業を行っている事業所の職業紹介責任

者として当該申請に係る事業所の職業紹介責任者として引き続き選

任するときは、住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号

の記載のないものであり、本籍地の記載のあるものに限る。住所に変

更がある場合を除く。）、履歴書、受講証明書の写し及び精神の機能

の障害に関する医師の診断書を添付することを要しない。 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(5)の書類 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(6)の書類 

 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(7)の書類 
 
有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(8)の書類 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(9)の書類 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(10)の書類 

 

 
ロ 無料職業紹介事業許可有効期間更新申請書の添付書類 

   無料職業紹介事業許可有効期間更新申請書に添付すべき書類は次のとおりである。 
   また、事業主管轄労働局が登記情報連携システムを利用することにより登記事項証明書を入手

できる場合は、有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)②及び(5)②ロ(ﾆ)（建物を

資産とする場合に限る。）の書類について、添付を省略することができる。 

事  項 書  類 

 

(1) 事業計画に関する書類 

 

 

(2) 法人に関する書類 

 

 

(3) 代表者、役員に関する書類 

 

 

 

(4) 職業紹介責任者に関する書

類 

 

 

(5) 資産に関する書類 

 

無料職業紹介事業を行う事業所ごとの無料職業紹介事業計画書(様式

第２号）  
 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)の書類（変更が

あった場合に限る。） 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(3)の①（従前の届

出等において提出がなかった場合に限る）、③及び④の書類（変更し

ようとする場合に限る。） 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(4)の住民票の

写し（従前の届出等において提出がなかった場合に限る。）及び

受講証明書の写し 

 

有料職業職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(5)の書類 
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(6) 業務の運営に関する書類 

 

ただし、資金に関する書類を除く。 
 
無料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(7)の書類 

 

  ハ 無料職業紹介事業変更届出書の添付書類 

   無料職業紹介事業変更届出書に添付すべき書類は次のとおりである。 
   また、事業主管轄労働局が登記情報連携システムを利用することにより登記事項証明書を入手

できる場合は、有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)②、(5)②ロ(ﾆ)（建物を資

産とする場合に限る。）及び(8)①の書類について、添付を省略することができる。 

事  項 書  類 

 

(1) 法人の名称、住所に関する書

類 

 

(2) 代表者、役員に関する書類  

 

 

(3) 職業紹介責任者の変更に関

する書類  

 

(4) 職業紹介事業を行う事業所

の名称の変更に関する書類 
 

(5) 職業紹介事業を行う事業所

所在地に関する書類 

 

(6) 職業紹介を行う事業所の新 
設(事業所における無料職業

紹介事業の開始) 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 職業紹介を行う事業所の廃

止(事業所における無料職業

紹介事業の廃止) 

 

(8) 兼業の変更に関する書類 

 

(9) 取次機関の変更に関する書

類 

 
有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)の書類 

 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)の②及び(3)の

書類 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(4)の書類 

 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)（事業所の名称

の変更に伴い変更が加えられた場合に限る。）の書類 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)及び（事業所の

所在地の変更に伴い変更が加えられた場合に限る。）(8)の書類 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(1)、(4)（有料・無

料の職業紹介事業を行う事業所の職業紹介責任者を当該申請に係る

事業所の責任者として引き続き選任したときは、履歴書及び受講証明

書の写し（選任した職業紹介責任者の住所に変更がないときは、住民

票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載のないもので

あり、本籍地の記載のあるものに限る。）、履歴書及び受講証明書の

写し）を添付することを要しない。）、(5)(許可条件通知書に記載さ

れた資産要件(事業所数の上限)を超えて事業所を新設する場合に限

る。)、(6)、(7)、(8)、(9)及び(10)（(9）及び(10)にあっては海外

にわたる職業紹介事業を行う場合に限る。 
 
廃止する事業所ごとの許可証 

 

 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)の①の書類 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(10)の書類 

 
 

 

 

 

  (3) 特別の法人の無料職業紹介事業に係る主な届出の添付書類 
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     イ  特別の法人無料職業紹介事業届出書に添付すべき書類は次のとおりである。 
    また、事業主管轄労働局が登記情報連携システムを利用することにより登記事項証明書を入

手できる場合は、有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)②及び(8)①の書類につ

いて、添付を省略することができる。 

事  項 書  類 
 

(1) 事業計画に関する書類 

 

 

(2) 法人に関する書類 
 

(3) 職業紹介責任者に関する書 
類 

 

(4) 個人情報の適正管理に関す

る書類 

 

(5) 業務の運営に関する書類 

 

(6) 事業所施設に関する書類 

 

(7) 相手先国に関する書類 

 

(8) 取次機関に関する書類 

 

 
無料職業紹介事業を行う事業所ごとの特別の法人無料職業紹介事業

計画書（様式第２号） 
  
有料職業紹介事業許可申請書の添付書類のうち(2)の①又は②の書類 
 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(4)の書類 
 
 

有料職業紹介事業許可申請書の添付書類のうち(6)の書類 

 
 
有料職業紹介事業許可申請書の添付書類のうち(7)の書類  
 

有料職業紹介事業許可申請書の添付書類のうち(8)の書類 

 

有料職業紹介事業許可申請書の添付書類のうち(9)の書類 

 

有料職業紹介事業許可申請書の添付書類のうち(10)の書類 

 
ロ 特別の法人無料職業紹介事業変更届出書の添付書類 

特別の法人無料職業紹介事業変更届出書に添付すべき書類は次のとおりである。 
また、事業主管轄労働局が登記情報連携システムを利用することにより登記事項証明

書を入手できる場合は、有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(2)②及び(8)

①の書類について、添付を省略することができる。 

事  項 書  類 

 

(1) 法人の名称、住所に関する書

類 

 

(2) 代表者、役員に関する書類 

 

 

(3) 職業紹介責任者の変更に関

する書類 

 

 

(4) 職業紹介事業を行う事業所

所在地に関する書類 

 

(5) 職業紹介事業を行う事業所

の名称に関する書類 

 

(6) 職業紹介を行う事業所の新

設（事業所における無料職業

 

有料職業紹介事業許可申請書の添付書類のうち(2)の①又は②の書類 

 

 

有料職業紹介事業許可申請書の添付書類のうち(2)の②の書類 

 

 

有料職業紹介事業の許可申請書の添付書類のうち(4)の書類 
   
 
  
有料職業紹介事業許可申請書の添付書類のうち(2)（事業所の所在地

の変更に伴い変更された場合に限る。）及び (8)の書類 

 

有料職業紹介事業許可申請書の添付書類のうち(2)（事業所の名称の

変更に伴い変更された場合に限る。） 

 

有料職業紹介事業許可申請書の添付書類のうち(1)、 (4)、(6)、(7)

、(8) 
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紹介事業の開始） 

 

(7) 求人者の範囲及び数並びに

求職者の範囲及び数 

 

(8) 取次機関の変更に関する書

類 

 

 

任意（変更内容が確認できるもの）の書類 

 

 

取次機関に関する書類（通達様式第10号）   

有料職業紹介事業許可申請書の添付書類のうち(10)の書類 
 

 

３ 申請、届出等の添付書類に関する留意事項 

(1) 提出部数 

添付書類は、正本１部、写し１部とし、正本は本省、写しは事業主管轄労働局（変更届にあっ

ては事業主管轄労働局又は事業所管轄労働局）で保管すること。 

 

(2) 事業計画に関する書類 

     職業紹介事業計画書については、有効求職者の見込み数等記載漏れがないものであること。 

 

(3) 法人に関する書類 

     法人の登記事項証明書については、商業登記規則等の一部を改正する省令（令和６年法務省令

第 28 号）によって創設された代表取締役等住所非表示措置制度に基づき、代表取締役等の住所

が行政区画以外の情報を記載されていないものであっても可能とする（例えば「東京都千代田区」

まで、等）。 

 

(4) 代表者、役員及び職業紹介責任者に関する書類 

  イ 履歴書 

(ｲ) 職歴、賞罰及び役職員への就任、解任状況を明らかにしたものであること。また、写真の貼

付は不要であること。 

なお、代表者及び役員が外国人である場合で、履歴書が外国語で記載されている場合にあっ

てはその日本語訳も添付させること。 

ロ 住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載のないものであり、本籍地の記

載のあるものに限る。） 

(ｲ) 当該者に係る部分についてのみの証明（抄本）でよいこと。 

(ﾛ) 日本に在留する外国人の場合であって、入管法第 19 条の３に規定する中長期在留者にあっ

ては住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載のないもの及び国籍等（住民

基本台帳法（昭和 42 年法律第 81 号）第 30条の 45に規定する国籍等をいう。以下同じ。）及

び在留資格（入管法第２条の２第１項に規定する在留資格をいう。）を記載したものに限る。）、

日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成３

年法律第 71 号）に定める特別永住者にあっては、住民票の写し（番号法第２条の規定に基づ

く個人番号の記載のないもの及び国籍等及び特別永住者である旨を記載したものに限る。）、

入管法第 19 条の３第１号に掲げる者にあっては、旅券その他の身分を証する書類の写しを添

付すること。 

(ﾊ) 代表者及び役員（以下「役員等」という。）が外国に所在する外国人の場合は、当該役員等

の国における住民票（番号法第２条の規定に基づく個人番号に相当する記載のないものに限

る。）とし、当該役員等の国に住民登録制度がない場合については当該役員等による証明によ

っても差し支えない。 

なお、役員等の提出する住民票が外国語で記載されている場合にあってはその日本語訳も添

付させること。 

ハ 履歴書、住民票に関する例外 

(ｲ) 職業紹介事業を行う事業主が複数の事業所において職業紹介事業を新たに開始する場合に
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おいて、当該有料職業紹介事業者が有料の職業紹介事業又は無料の職業紹介事業を行っている

他の事業所の職業紹介責任者を当該新たに開始する事業所の職業紹介責任者として選任した

とき（なお、当該他の事業所においても、法令を満たす職業紹介責任者を選任していることが

必要。）は、住民票の写し（番号法第２条の規定に基づく個人番号の記載のないものに限る。

住所に変更がある場合を除く。）、履歴書、受講証明書の写し及び精神の機能の障害に関する

医師の診断書を添付することを要しない。 

(ﾛ) 職業紹介責任者に変更があった場合において、当該有料職業紹介事業者が有料の職業紹介事

業又は無料の職業紹介事業を行っている他の事業所の職業紹介責任者を当該変更後の職業紹

介責任者として引き続き選任したときは、上記（ｲ）に準じること。 
 ニ 精神の機能の障害に関する医師の診断書 
   申請者（法人の場合の役員を含む。）又は職業紹介責任者が精神の機能の障害により認知、判

断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある場合に限り、提出させること。なお、

様式例第８号を適宜利用して差し支えない。 

 

(5) 定款、寄附行為又は規約 

イ 営利法人、社団法人の場合は定款、財団法人の場合は寄附行為、その他の団体にあってはこ

れらに準ずる定めとすること。 

ロ 定款等には、申請時において既に職業紹介事業を行う旨の記載があることが望ましいが、職

業紹介事業を行うことについての総会その他の意思決定機関の書類（議事録等）が添付されて

いれば、記載がなくても差し支えないこと。 

なお、当該総会等の書類については、必ずしも職業紹介事業を行うことができるように定款

等を変更することを内容とするものである必要はなく、定款等の一の条項に基づき職業紹介事

業を行う旨の確認が行えれば足りるものであること。定款等が行政庁の許認可を要するもので

あるときは、当該行政庁の確認が行えるものであること。 

また、意思決定機関とは、総会、取締役会、理事会等のことをいうこと。 

ハ 外国会社における定款（これに相当するものを含む。）が外国語で記載されている場合にあ

っては、その日本語訳を添付させること。 

なお、登記事項証明書については、会社法第 818 条に基づき、当該外国会社が日本国内で継

続して取引をする際に、日本の法務局において登記した登記事項証明書とする。 

 

(6) 労働組合等に関する書類 

イ 労働組合等であることを証明する書類 

(ｲ) 労働組合法上の労働組合であるときは、労働委員会による労働組合法の規定適合する労働組

合であることの証明書の写しとすること。 

(ﾛ) 国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 108 条の２第１項（裁判所職員臨時措置法にお

いて準用する場合を含む。）に規定する職員団体、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）

第 52条第１項に規定する職員団体又は国会職員法（昭和 22 年法律第 85 号）第 18条の２第１

項に規定する国会職員の組合に該当するものであるときは、この証明書類は不要とすること。 

(ﾊ) (ﾛ)に掲げる団体又は労働組合法（昭和 24年法律第 174 号）第２条及び第５条第２項の規定

に該当する労働組合が主体となって構成され、自主的に労働条件の維持改善その他経済的地位

の向上を図ることを主たる目的とする団体（団体に準ずる組織を含む。）であって、一つの都

道府県の区域内において組織されているものに該当するものであるときは、地方労働委員会に

よる労働組合法の規定に適合することの証明書の写しとすること。 

ロ 組合員数、組合（団体）の組織、上部団体等を明らかにする書類 

それぞれの事項が明らかであれば任意に作成した書類で差し支えないこと。 

 

(7) 各種学校に関する書類 

イ 各種学校であることを証明する書類 



第５ 申請、届出等の手続の原則 

- 70 - 

都道府県知事の発行した各種学校の認可書の写しとすること。 

ロ 学校の沿革及び学生、生徒の定員数、現員数、職員数等学校の規模を明らかにする書類 
それぞれの事項が明らかであれば任意に作成した書類で差し支えないこと。  

  

(8) 資産及び資金に関する書類 

イ 法人の場合 

(ｲ) 最近の事業年度における貸借対照表及び損益計算書(許可条件通知書に記載された資産要件

(事業所数の上限)の範囲内で事業所を新設する場合を除く。）(税務署に提出したもの。) 

(ﾛ) 職業紹介事業に関する資産の内容及びその権利関係を証する書類 

a 最近の事業年度における法人税の納税申告書の写し(許可条件通知書に記載された資産要件

(事業所数の上限)の範囲内で事業所を新設する場合を除く。法人税法施行規則別表１及び４

は、必ず提出させること。) 

[グループ通算制度を採用している法人については次に掲げる書類］ 

・国税庁長官の承認に係る承認申請書の写し（既に連結納税制度の承認を受けている法人を除

く） 
・最近の事業年度における法人税の納税申告書の写し(許可条件通知書に記載された資産要件

(事業所数の上限)の範囲内で事業所を新設する場合を除く。） 

b 納税証明書(国税通則法施行令第41条第１項第３号ロに係る国税通則法施行規則別紙第８号

様式(その２)による法人の最近の事業年度における所得金額に関するもの(許可条件通知書

に記載された資産要件(事業所数の上限)の範囲内で事業所を新設する場合を除く。)) 

 

c 最近の事業年度における株主資本等変動計算書（許可条件通知書に記載された資産要件（事

業所数の上限）の範囲内で事業所を新設する場合を除く。）（持分会社にあっては社員資本

等変動計算書を提出させること。） 

(ﾊ) 法人設立後最初の決算期を終了していない法人にあっては、設立時の貸借対照表又は財産目

録等でよいこと。 

ロ  個人の場合 

(ｲ) 最近の事業年度における貸借対照表及び損益計算書(許可条件通知書に記載された資産要件

(事業所数の上限)の範囲内で事業所を新設する場合を除く。）(税務署に提出したもの。) 

(ﾛ) 職業紹介事業に関する資産の内容及びその権利関係を証する書類 

a 青色申告等の場合 

(a) 最近の納税期における所得税の納税申告書の写し(許可条件通知書に記載された資産要件

(事業所数の上限)の範囲内で事業所を新設する場合を除く。) 

(b) 納税証明書(許可条件通知書に記載された資産要件(事業所数の上限)の範囲内で事業所を

新設する場合を除く。)(国税通則法施行令第 41 条第１項第３号イに係る国税通則法施行規

則別紙第８号様式(その２)による最近の納税期における金額に関するもの) 

(c) 次のいずれかの書類 

・青色申告の場合(簡易な記載事項の損益計算書のみ作成する場合を除く。)は、最近の納税

期における所得税法施行規則第 65 条第１項第１号の貸借対照表及び損益計算書(所得税

青色申告決算書(一般用及び不動産所得がある場合には、不動産用)の写し(許可条件通知

書に記載された資産要件(事業所数の上限)の範囲内で事業所を新設する場合を除く。) 

・白色申告又は青色申告で簡易な記載事項の損益計算書のみ作成する場合は、備考欄の欄に

記載された資産等の状況のうち、土地・建物に係る不動産の登記事項証明書及び固定資産

税評価証明書(許可条件通知書に記載された資産要件 (事業所数の上限)を超えて事業所

を新設する場合を除く。) 

b その他の場合 

(a) 預金残高証明書(許可条件通知書に記載された資産要件(事業所数の上限)の範囲内で事業

所を新設する場合を除く。)(期日については、第３の３の(1)のイの(ﾛ)のｂ参照) 
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(b) 貸付金残高証明書(許可条件通知書に記載された資産要件(事業所数の上限)の範囲内で事

業所を新設する場合を除く。）(期日については、第３の３の(1)のイの(ﾛ)の b 参照) 

(c) 預貯金の場合は、その残高証明書とすること。 

この場合は、申請者（法人又は団体の場合は法人又は団体）が所有している預貯金及び有

価証券（例えば、国公債、社債、その他これに準ずるものであって、資産たるに価する程度

の確実性のあるもの）の種類、金額を証明する書類であること。 

なお、資産、資金額の証明書として残高証明書が２以上になる場合は同一日付けのもので

あること。 

不動産の場合は、登記事項証明書及び公的機関による不動産の評価額証明書（例えば 、
固定資産課税台帳登録証明書）とすること。 

この場合、申請者個人が所有している不動産の登記事項証明書については、不動産の所有

状況及び抵当権設定状況のわかるものであれば抄本であっても差し支えないこと。 

また、公的機関による不動産の評価額が著しく時価を下回る場合は、不動産鑑定士による

不動産評価額を証明する書類を併せて添付することは差し支えないこと。 

(ﾊ) 事業資金の額を証明する書類 

申請者個人が所有している預貯金（その種類は問わない。）の種類及び額を証明する残高証

明書とすること。 

 

(9) 個人情報の適正管理に関する書類 

指針第５の２の(3)に掲げる事項が規程に盛り込まれている必要があること（様式例第４号参

照）。 

 

(10) 業務の運営に関する規程 

法第２条（職業選択の自由）、第３条（均等待遇）、第５条の３（労働条件等の明示）、第５

条の４（求人等に関する情報の的確な表示）、第５条の５（個人情報の保護）、第５条の６（求

人の申込み）、第５条の７（求職の申込み）、第５条の８（求職者の能力に適合する職業の紹介

等）、第 32 条の３（手数料）、第 32 条の 12第２項（取扱職種の範囲等の届出）及び第 34条に

おいて準用する第 20 条（労働争議に対する不介入）についてその具体的内容を含む業務の運営

に関する規程を有している必要があること（様式例第１号参照）。 

なお、法第 32条の 13の規定により明示すべき事項は確実に盛り込まれていることが必要であ

ること。 

 

４ 国外にわたる職業紹介を行う場合の申請、届出等の添付書類に関する留意事項 

(1) 相手先国に関する書類 

イ 「相手先国の関係法令及びその日本語訳」の添付を要しない「国外滞在中の日本人に対し、

帰国後の就業支援を目的とした職業紹介事業を行う場合」については、国外にわたる職業紹介

についての取扱職種範囲等届出書(様式第６号)等を提出していない職業紹介事業者が、オンラ

イン面談等の機会に、帰国後の就業を希望する国外滞在中の日本人に接したため、当該者への

就業支援を継続するために、手続を迅速に行う必要が生じた場合などが該当する。 
また、上記の添付を要しない場合において、取扱職種範囲等届出書（様式第６号）等の提出

に時間を要する際は、変更の事実のあった日（職業紹介事業者が求職者の所在地が国外である

ことを把握した日）の翌日から起算して概ね 30 日以内に事業主管轄労働局に届け出ること。

（迅速な把握のため、変更の事実のあった日の翌日から起算して 10 日以内に、届出を予定し

ている旨を電話等により事業主管轄労働局あて一報すること。） 
 
ロ 「相手先国において、国外にわたる職業紹介について事業者の活動が認められていることを

証明する書類（相手先国で許可等を受けている場合にあってはその許可証等の写し）及び当該

書類が外国語で記載されている場合にあってはその日本語訳（取次機関を利用しない場合に限
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る。）」については、当該国若しくは日本における法律専門家（海外の労働法規等に精通して

いる者）の証明する書類又は当該国の法令により許可等を受ける等により事業を行うことが認

められる場合にはその許可証等その他の事業の実施が認められていることを証明する書類の

写しの添付によるものとする。 
 

(2) 取次機関に関する書類 

イ 「取次機関及び事業者の業務分担について記載した契約書その他事業の運営に関する書類及

び当該書類が外国語で記載されている場合にあってはその日本語訳」については、申請者と取

次機関とのそれぞれの役割範囲を記載した書類であって、申請者と取次機関の業務分担による

総体としての職業紹介について法に適合するものであるものとする。 

ロ 「相手先国において、当該取次機関の活動が認められていることを証明する書類（相手先国

で許可等を受けている場合にあってはその許可証等の写し）及び当該書類が外国語で記載され

ている場合にあってはその日本語訳」については、当該国若しくは日本における法律専門家の

証明する書類又は当該国の法令により許可等を受ける等により事業を行うことが認められる

場合にはその許可証等その他の事業の実施が認められていることを証明する書類の写しの添

付によるものとする。 
ハ 特定技能の在留資格について、相手先国によっては取次機関（送出し機関）を相手国政府が

認証することとしている等、遵守すべき手続が定められている場合があるが、その情報につい

ては、出入国在留管理庁ホームページにおいて公表されるので確認すること。 
 

５ 地方公共団体が民間職業紹介事業者に委託して無料職業紹介事業を行うことについて 

(1) 概要 

地方公共団体が無料職業紹介事業の全部又は一部（例えば、求人・求職の受理のみを地方公共

団体が行う場合。）を適正に許可を得た民間職業紹介事業者に委託することは可能である。 
 

(2)通知の要否  

地方公共団体が職業紹介事業の全部を適正に許可を得た民間職業紹介事業者に委託する場合

には、地方公共団体は無料職業紹介事業の実施の通知を行う必要はないが、地方公共団体が、無

料職業紹介事業の一部を適正に許可を得た民営職業紹介事業者に委託し、一部は自ら実施する場

合は、地方公共団体において無料職業紹介事業の実施の通知を行う必要がある。 
 

(3)有料職業紹介事業の許可が必要な場合 

なお、職業紹介事業の委託に対して委託費等が支払われている場合であって、委託費等の額が

紹介実績または雇用関係の成立実績により変動する方法により支払われているものや委託事業

の内容が明らかに職業紹介事業のみであると判断できるケースについては、受託する民間職業紹

介事業者は、職業紹介に関し、対価（委託費等）を（地方公共団体から）徴収して職業紹介事業

を行う者と考えられることから、有料職業紹介事業の許可を得ていることが必要である。 
 

６ 有料職業紹介事業の許可手数料及び更新手数料 

(1) 概要 

イ 許可手数料及び更新手数料は、有料職業紹介事業の許可に関する事務に要する費用として徴

収する性格を有するものであり、職員の人件費及び物件費等事務処理経費をもとに算出され

る。 

ロ 許可手数料及び更新手数料は、許可に要する事務処理経費という性格から、許可若しくは不

許可又は更新若しくは不更新にかかわらず徴収するものである。 
ハ 無料職業紹介事業に関しては、許可手数料及び更新手数料は不要である。 

 

(2) 許可手数料及び更新手数料の額 
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イ 許可手数料の額 

有料職業紹介事業の許可手数料の額は、50,000 円（許可に伴い複数の事業所において有料

職業紹介事業を開始する場合にあっては、50,000 円＋（18,000 円×（有料職業紹介事業を行

う事業所の数から一を減じて得た数））である（則第 18 条第９項）。 

ロ 更新手数料の額 

有料職業紹介事業の更新手数料の額は、18,000 円×（有料職業紹介事業を行う事業所の数）

である（則第 22 条第２項）。 

 

(3) 手数料の納付方法 

手数料は、申請書に当該手数料の額に相当する収入印紙をはって納付しなければならない（則

第 18条第 10 項）。 

 

(4) 手数料の還付 

手数料は、申請書を受理し、受理印を押印し当該収入印紙に消印した後は返還しないものであ

る（則第 18 条第 11項）。 

 

７ 登録免許税の課税 

(1) 概要 

第４の２に掲げる手続のうち、有料職業紹介事業の許可申請を行おうとする者は登録免許税を

納付しなければならない（登録免許税法（昭和 42年法律第 35 号）第３条）。ただし、登録免許

税法別表第２に掲げる者については、登録免許税が課されない。（登録免許税法第４条第１項）。 

 

(2) 納税額 

納税額は、許可一件当たり 90,000 円である（登録免許税法別表第１第 81号）。 

 

(3) 登録免許税の納付方法 

登録免許税については、登録免許税の納付に係る領収証書を申請書に貼って提出しなければな

らない（登録免許税法第 21 条）。納付方法は、現金納付が原則であり、国税の収納機関である

日本銀行、日本銀行歳入代理店（銀行等や郵便局）又は都道府県労働局の所在地を管轄する税務

署において、登録免許税の相当額を現金で納付するものである（国税通則法（昭和 37 年法律第

66 号）第 34 条）。 

 

(4) 納期限について 

登録免許税の納期限は、許可日であるが（登録免許税法第 27 条）、許可しうる申請と判断し、

申請書を改めて持参させる際に、登録免許税の納付に係る領収証書を申請書に貼り付けて提出さ

せること。 

納期限までに領収証書の提出がなく、納付の確認ができない場合には、許可を受けた者の当該

登録免許税に係る同法第８条第２項の規定による納税地の所轄税務署長に対し、その旨を次の様

式例により通知する。 
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年  月  日 

 ○○税務署長 殿 

労働局需給調整事業担当部長  

 

登録免許税の納付不足額の通知について 

 

 登録免許税法第28条第１項の規定により、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

 １ 区分   有料職業紹介事業の許可 

 ２ 登録免許税の額   90,000円 

 ３ 未納額         円 

 ４ 納期限     年 月 日 

 ５ 申請者の氏名又は名称 
 

 

(5) 還付について 

登録免許税の納付をして許可の申請をした者につき当該申請が却下された場合及び当該申請

の取り下げがあった場合には、納付された登録免許税の額及び登録免許税法施行令（昭和 42 年

政令第 146 号）第 31 条第１項に規定する事項を許可の申請をした者の当該登録免許税に係る登

録免許税法第８条第２項の規定による所轄税務署長に対し、次の様式例により通知する。 

 

 
年  月  日 

 ○○税務署長 殿 

労働局需給調整事業担当部長  

 

登録免許税の過誤納の通知について 

 

 登録免許税法第31条第１項の規定により、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

 １ 納付額         円 

 ２ 過誤納の理由   登録免許税法第31条第 項に該当 

   及び該当することとなった日     年 月 日 

 ３ 申請者の氏名又は名称 
 

 

 

８ 有料・無料職業紹介事業許可証の交付等 

(1) 有料・無料職業紹介事業許可証の交付 

職業紹介事業を許可した場合及び有効期間を更新した場合は、有料・無料職業紹介事業許可証

（様式第５号）を発行し、事業主管轄労働局を経由して申請者に交付する。 

 

(2) 有料・無料職業紹介事業許可証の返納 

事業主管轄労働局は、次のいずれかに該当するときは当該事実のあった日から起算して 10 日

以内に許可証を返納させた後破棄する。 

なお、一事業所においてのみ次のホに該当する事実があった場合には、当該事実に係る事業所
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管轄労働局へ返納させることとしても差し支えない。 

イ 職業紹介事業を廃止したとき。 

ロ 許可の有効期間が満了したとき。 

ハ  許可証を更新したとき。 

ニ 亡失した許可証を発見し、又は回復したとき。 

ホ 許可証記載事項を変更したことにより許可証を交付したとき。 

ヘ 許可が取り消されたとき。 

ト 職業紹介事業を行う事業所を廃止したとき(事業所における職業紹介事業を終了したとき)。 

チ 個人事業主が死亡したとき。 

リ  法人が合併により消滅したとき。 

 

(3) 有料・無料職業紹介事業許可証の書換 

許可証の記載事項の変更を行った場合は、新たに許可証を作成し、当該書換申請書を受理した

事業所管轄労働局を経由して申請者に交付する。 

なお、この場合は、許可証の書換申請を行わせるものとする。 

 

(4) 職業紹介事業制度に係る周知 

事業主管轄労働局においては、(1)により許可証を交付する際、当該事業主に対し、以下の内

容により適正な職業紹介事業の運営に係る講習を実施するものとする。 

イ 職業紹介事業の適正な運営について 

ロ その他特に周知啓発が必要な事項 

 


